
2
0
2
1
年

4
月

1
日

目
安
答
申
後
の
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
に
お
け
る
審
議
の
流
れ

厚
生
労
働
省
労
働
基
準
局

資
料
N
o
.1

1
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６
月

７
月

８
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

１
月

２
月

３
月

目
安
答
申
後
の
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
に
お
け
る
審
議
の
流
れ
（
令
和
７
年
度
の
例
）

◆
◆

7
/1

1
 諮
問

8
/4

 
目
安
を
答
申

◆
◆

7
/4
栃
木
諮
問

8
/5
栃
木
答
申

◆
◆

7
/1

4
 秋
田
諮
問

8
/2

5
 秋
田
答
申

◆

◆

1
0

/1
 栃
木
発
効

※
令
和
７
年
度
で
最
も
早
い

3
/3

1
 秋
田
発
効

※
令
和
７
年
度
で
最
も
遅
い

◆ 9
/5

 島
根

自
動
車
小
売
業
諮
問

◆
1

1
/2

6
 島
根

自
動
車
小
売
業
発
効

※
令
和
７
年
度
で
最
も
早
い

中
央
最
低
賃
金
審
議
会

地
方
最
低
賃
金
審
議
会
（
地
域
別
最
低
賃
金
に
関
す
る
審
議
）

地
方
最
低
賃
金
審
議
会
（
特
定
最
低
賃
金
に
関
す
る
審
議
）

2

◆

9
/2

5
島
根

自
動
車
小
売
業

 答
申

◆
3

/3
1

 秋
田

自
動
車
小
売
業
な
ど
発
効

※
令
和
７
年
度
で
最
も
遅
い

8
/1

9
 秋
田

自
動
車
小
売
業
な
ど
諮
問

◆
◆ 1

1
/5

 秋
田

自
動
車
小
売
業

 答
申

７
月
上
旬
～
８
月
上
旬
頃

７
月
～
翌
年
３
月
頃

８
月
～
翌
年
３
月
頃

（
例
）

（
例
）

2



令
和
７
年
度

地
域
別
最
低
賃
金
額
一
覧

ラ ン ク

都 道 府 県

名

最
低
賃
金
額

（
円
）
※
時
間
額

引 上 額

答
申
日

発
効
日

ラ ン ク

都 道 府 県

名

最
低
賃
金
額

（
円
）
※
時
間
額

引 上 額

答
申
日

発
効
日

R
7

R
6

R
7

R
6

Ａ

埼
玉

1
,1

4
1

(1
0
7
8
)

6
3

R
7
.8
.8

R
7
.1
1
.1

Ｂ

和
歌
山

1
,0

4
5

(9
8
0
)

6
5

R
7
.8
.2
1

R
7
.1
1
.1

千
葉

1
,1

4
0

(1
0
7
6
)

6
4
 

R
7
.8
.7

R
7
.1
0
.3

島
根

1
,0

3
3

(9
6
2
)

7
1

R
7
.8
.1
8

R
7
.1
1
.1
7

東
京

1
,2

2
6

(1
1
6
3
)

6
3

R
7
.8
.7

R
7
.1
0
.3

岡
山

1
,0

4
7

(9
8
2
)

6
5

R
7
.8
.2
0

R
7
.1
2
.1

神
奈
川

1
,2

2
5

(1
1
6
2
)

6
3

R
7
.8
.8

R
7
.1
0
.4

広
島

1
,0

8
5

(1
0
2
0
)

6
5

R
7
.8
.1
8

R
7
.1
1
.1

愛
知

1
,1

4
0

(1
0
7
7
)

6
3

R
7
.8
.2
1

R
7
.1
0
.1
8

山
口

1
,0

4
3

(9
7
9
)

6
4

R
7
.8
.1
9

R
7
.1
0
.1
6

大
阪

1
,1

7
7

(1
1
1
4
)

6
3

R
7
.8
.1
9

R
7
.1
0
.1
6

徳
島

1
,0

4
6

(9
8
0
)

6
6

R
7
.9
.1

R
8
.1
.1

Ｂ

北
海
道

1
,0

7
5

(1
0
1
0
)

6
5

R
7
.8
.8

R
7
.1
0
.4

香
川

1
,0

3
6

(9
7
0
)

6
6

R
7
.8
.2
0

R
7
.1
0
.1
8

宮
城

1
,0

3
8

(9
7
3
)

6
5

R
7
.8
.8

R
7
.1
0
.4

愛
媛

1
,0

3
3

(9
5
6
)

7
7

R
7
.9
.1

R
7
.1
2
.1

福
島

1
,0

3
3

(9
5
5
)

7
8

R
7
.9
.5

R
8
.1
.1

福
岡

1
,0

5
7

(9
9
2
)

6
5

R
7
.8
.2
0

R
7
.1
1
.1
6

茨
城

1
,0

7
4

(1
0
0
5
)

6
9

R
7
.8
.1
8

R
7
.1
0
.1
2

Ｃ

青
森

1
,0

2
9

(9
5
3
)

7
6

R
7
.8
.2
8

R
7
.1
1
.2
1

栃
木

1
,0

6
8

(1
0
0
4
)

6
4

R
7
.8
.5

R
7
.1
0
.1

岩
手

1
,0

3
1

(9
5
2
)

7
9

R
7
.8
.2
8

R
7
.1
2
.1

群
馬

1
,0

6
3

(9
8
5
)

7
8

R
7
.8
.2
6

R
8
.3
.1

秋
田

1
,0

3
1

(9
5
1
)

8
0

R
7
.8
.2
5

R
8
.3
.3
1

新
潟

1
,0

5
0

(9
8
5
)

6
5

R
7
.8
.6

R
7
.1
0
.2

山
形

1
,0

3
2

(9
5
5
)

7
7

R
7
.9
.3

R
7
.1
2
.2
3

富
山

1
,0

6
2

(9
9
8
)

6
4

R
7
.8
.1
8

R
7
.1
0
.1
2

鳥
取

1
,0

3
0

(9
5
7
)

7
3

R
7
.8
.8

R
7
.1
0
.4

石
川

1
,0

5
4

(9
8
4
)

7
0

R
7
.8
.1
2

R
7
.1
0
.8

高
知

1
,0

2
3

(9
5
2
)

7
1

R
7
.8
.2
9

R
7
.1
2
.1

福
井

1
,0

5
3

(9
8
4
)

6
9

R
7
.8
.1
2

R
7
.1
0
.8

佐
賀

1
,0

3
0

(9
5
6
)

7
4

R
7
.8
.2
6

R
7
.1
1
.2
1

山
梨

1
,0

5
2

(9
8
8
)

6
4

R
7
.8
.2
7

R
7
.1
2
.1

長
崎

1
,0

3
1

(9
5
3
)

7
8

R
7
.9
.2

R
7
.1
2
.1

長
野

1
,0

6
1

(9
9
8
)

6
3

R
7
.8
.7

R
7
.1
0
.3

熊
本

1
,0

3
4

(9
5
2
)

8
2

R
7
.9
.4

R
8
.1
.1

岐
阜

1
,0

6
5

(1
0
0
1
)

6
4

R
7
.8
.2
1

R
7
.1
0
.1
8

大
分

1
,0

3
5

(9
5
4
)

8
1

R
7
.9
.4

R
8
.1
.1

静
岡

1
,0

9
7

(1
0
3
4
)

6
3

R
7
.8
.2
6

R
7
.1
1
.1

宮
崎

1
,0

2
3

(9
5
2
)

7
1

R
7
.8
.2
5

R
7
.1
1
.1
6

三
重

1
,0

8
7

(1
0
2
3
)

6
4

R
7
.8
.1
5

R
7
.1
1
.2
1

鹿
児
島

1
,0

2
6

(9
5
3
)

7
3

R
7
.8
.2
9

R
7
.1
1
.1

滋
賀

1
,0

8
0

(1
0
1
7
)

6
3

R
7
.8
.8

R
7
.1
0
.5

沖
縄

1
,0

2
3

(9
5
2
)

7
1

R
7
.8
.2
6

R
7
.1
2
.1

京
都

1
,1

2
2

(1
0
5
8
)

6
4

R
7
.8
.2
7

R
7
.1
1
.2
1

全
国
加
重
平
均

1
1
2
1

(1
0
5
5
)

6
6

兵
庫

1
,1

1
6

(1
0
5
2
)

6
4

R
7
.8
.8

R
7
.1
0
.4

奈
良

1
,0

5
1

(9
8
6
)

6
5

R
7
.8
.8

R
7
.1
1
.1
6

3

3



特
定
最
低
賃
金
に
つ
い
て 特
定
最
低
賃
金

地
域
別
最
低
賃
金

役
割
・

機
能

○
労
使
の
取
組
を
補
完
す
る
も
の

○
す
べ
て
の
労
働
者
の
賃
金
の
最
低
限
を
保
障
す
る
セ
ー

フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト

適
用

対
象

○
産
業
又
は
職
業
ご
と
に
適
用

（
実
際
は
、
概
ね
都
道
府
県
の
産
業
別
に
適
用
さ
れ
て
い
る
）

○
産
業
・
職
業
を
問
わ
ず
す
べ
て
の
労
働
者
に
適
用

○
都
道
府
県
ご
と
に
適
用

決
定

方
式

○
関
係
労
使
の
申
出
に
よ
り
新
設
、
改
正
又
は
廃
止

新
設

：
対
象
労
働
者
の
２
分
の
１
以
上
の
労
働
協
約
等

改
正
・
廃
止
：
対
象
労
働
者
の
３
分
の
１
以
上
の
労
働
協
約
等

○
新
設
、
改
廃
を
含
め
運
用
は
労
使
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
に
よ
る

○
行
政
機
関
に
決
定
を
義
務
付
け

（
全
国
各
地
域
に
つ
い
て
必
ず
決
定
）

○
地
域
別
最
低
賃
金
が
全
て
の
労
働
者
の
賃
金
の
最
低
額
を
保
障
す
る
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
で
あ
る
の
に
対
し
、
特
定
最
低
賃

金
は
、
特
定
の
産
業
又
は
職
業
に
つ
い
て
、
関
係
労
使
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
に
基
づ
き
、
地
域
別
最
低
賃
金
に
上
乗
せ
を
す
る

も
の
（
※
）
。

（
※
）
特
定
最
低
賃
金
が
設
定
さ
れ
た
場
合
で
も
、
使
用
者
が
、
そ
の
雇
用
す
る
労
働
者
に
対
し
、
特
定
最
低
賃
金
を
超
え
る
賃
金
を
支
払
う
こ
と

は
禁
じ
ら
れ
て
い
な
い
。

○
関
係
労
使
の
申
出
に
基
づ
き
、
最
低
賃
金
審
議
会
の
調
査
審
議
を
経
て
、
地
域
別
最
低
賃
金
よ
り
も
金
額
水
準
の
高
い
最

低
賃
金
を
定
め
る
こ
と
が
必
要
と
認
め
ら
れ
た
場
合
に
決
定
さ
れ
る
。

○
令
和
８
年
４
月
１
日
現
在
、
全
国
で

2
2
3
件
設
定
（
う
ち
地
域
別
最
賃
を
上
回
る
の
は

1
1
2
件
）
。
概
ね
都
道
府
県
の
産
業
別
に

適
用
さ
れ
て
お
り
、
全
国
単
位
の
も
の
は
１
件
の
み
（
平
成

1
2
年
以
降
、
改
正
さ
れ
ず
）
。

4

4



特
定
最
低
賃
金
の
設
定
・
改
正
・
廃
止
の
要
件

○
特
定
最
低
賃
金
は
労
使
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
に
よ
る
取
組
で
あ
り
、
（
１
）
（
２
）
の
２
つ
の
枠
組
み
と
す
る
こ
と
や
、
新
設
・
改

正
・
廃
止
の
要
件
等
に
つ
い
て
は
、
い
ず
れ
も
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
に
お
け
る
労
使
の
話
し
合
い
の
下
、
両
者
の
合
意
に
基
づ
き
定

め
ら
れ
て
い
る
。

○
特
定
最
低
賃
金
は
、
一
定
規
模
の
労
働
協
約
の
締
結
等
を
要
件
と
し
て
い
る
た
め
、
実
際
に
設
定
さ
れ
て
い
る
も
の
は
、
製
造
業
な

ど
、
労
働
組
合
の
組
織
率
が
比
較
的
高
く
交
渉
力
が
あ
る
産
業
（
製
造
業
）
と
な
る
傾
向
が
あ
る
。
地
域
別
最
低
賃
金
の
大
幅
な
引
上

げ
が
続
く
中
、
改
正
が
な
さ
れ
ず
、
結
果
と
し
て
地
域
別
最
低
賃
金
を
下
回
る
も
の
が
近
年
増
加
し
て
い
る
。

（
１
）
労
働
協
約
ケ
ー
ス
：
関
係
労
使
の
間
で
、
同
種
の
「
基
幹
的
労
働
者
」
の
相
当
数
（
原
則
と
し
て

1
,0

0
0
人
以
上
）
に

適
用
さ
れ
る
賃
金
の
最
低
額
に
関
す
る
合
意
（
労
働
協
約
）
が
あ
る
場
合

新
し
く
決
定
す
る
場
合
の
申
出
の
要
件

改
正
・
廃
止
す
る
場
合
の
申
出
の
要
件

①
基
幹
的
労
働
者
の
２
分
の
１
以
上
が
労
働
協
約
の
適
用
を
受

け
る
こ
と

②
労
働
協
約
の
当
事
者
の
労
働
組
合
又
は
使
用
者
の
全
部
の
合

意
に
よ
り
行
わ
れ
る
申
出
で
あ
る
こ
と

①
基
幹
的
労
働
者
の
概
ね
３
分
の
１
以
上
が
労
働
協
約
の
適
用

を
受
け
る
こ
と

②
労
働
協
約
の
当
事
者
の
労
働
組
合
又
は
使
用
者
の
全
部
の
合

意
に
よ
り
行
わ
れ
る
申
出
で
あ
る
こ
と

（
２
）
公
正
競
争
ケ
ー
ス
：

事
業
の
公
正
競
争
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、

同
種
の
基
幹
的
労
働
者
に
つ
い
て
、
最
低
賃
金
を
設
定
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
場
合

新
し
く
決
定
す
る
場
合
の
申
出
の
要
件

改
正
・
廃
止
す
る
場
合
の
申
出
の
要
件

○
企
業
間
、
地
域
間
又
は
組
織
労
働
者
と
未
組
織
労
働
者
の
間

等
に
産
業
別
最
低
賃
金
の
設
定
を
必
要
と
す
る
程
度
の
賃
金
格

差
が
存
在
す
る
場
合

（
注
）

○
適
用
さ
れ
る
労
働
者
又
は
使
用
者
の
概
ね
３
分
の
１
以
上
の

合
意
に
よ
る
申
出
等

（注
）「
一
般
の
産
業
で
は
企
業
間
に
賃
金
格
差
は
存
在
し
、
ま
た
そ
の
生
ず
る
原
因
は
多
様
。
賃
金
格
差
の
程
度
に
つ
い
て
一
定
基
準
を
定
め
る
こ
と
は
適
当
で
は
な
い
」、
「
競
争
関
係

の
存
在
を
前
提
に
し
て
、
『よ
り
高
い
レ
ベ
ル
で
の
公
正
競
争
』確
保
の
必
要
性
に
つ
い
て
、
疎
明
の
内
容
、
関
係
労
使
間
の
合
意
形
成
の
状
況
等
を
踏
ま
え
審
議
会
に
お
い
て
適
切

な
判
断
が
な
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
」
す
る
旨
、
同
じ
く
労
使
合
意
で
定
め
ら
れ
て
い
る
。

5
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特
定
最
低
賃
金
の
決
定
・
改
正
・
廃
止
ま
で
の
流
れ

関
係
労
使

か
ら
の
申
出

諮
問

〔
必
要
性
〕

調
査
審
議

関
係
労
使

の
意
見
聴
取

〔
必
要
性
〕

答
申
※
１

諮
問

〔
金
額
〕

調
査
審
議

〔
改
定
額
〕

答
申

※
１

地
方
最
低
賃
金
審
議
会
※
２

改
定
額

決
定
・
公
示

〔
労
働
局
長
※
２
〕

関
係
労
使

の
異
議
の
申
出

関
係
労
使

の
意
見
聴
取

意
見
書
の
提
出

〔
労
働
局
長
※
２
〕

※
１

特
定
最
低
賃
金
の
決
定
・
改
正
・
廃
止
の
必
要
性
や
、
金
額
審
議
に
つ
い
て
は
、
全
会
一
致
の
議
決
に
至
る
よ
う
努
力
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る

（
労
使
合
意
に
よ
る
取
り
決
め
）
。

※
２

特
定
最
低
賃
金
の
適
用
区
域
が
２
以
上
の
都
道
府
県
労
働
局
の
管
轄
区
域
に
わ
た
る
も
の
で
あ
る
場
合
は
、
労
働
局
長
は
厚
生
労
働
大
臣
、
地
方
最
低

賃
金
審
議
会
は
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
に
読
み
替
え
る
。

〔
労
働
局
長
※
２
〕

地
方
最
低
賃
金
審
議
会
※
２

必
要
性
あ
り

効
力
発
生

6
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令
和
７
年
度
の
全
国
の
特
定
最
低
賃
金
の
審
議
・
改
正
結
果

令
和
８
年
４
月
１
日
時
点
の
特
定
最
低
賃
金

2
2

3
件

（
う
ち
旧
産
業
別
最
低
賃
金
１
件
）

必
要
性
有
無
の
審
議

改
正
1
8
5件

新
設
11
件 必

要
性
な
し

1
1
件

必
要
性
あ
り

０
件

必
要
性
あ
り

1
1

2
件

必
要
性
な
し

7
3
件

改
正
決
定

1
1

2
件

令
和
７
年
４
月
時
点
の
特
定
最
低
賃
金

  
  
  

  
  
  

  
 2

2
4
件

（
う
ち
旧
産
別
最
低
賃
金
２
件
）

（
※
１
）
新
設
申
出

1
1
件
の
内
訳
は
以
下
の
と
お
り
。

＜
千
葉
県
＞

①
総
合
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト

＜
東
京
都
＞

②
電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
子
回
路
製
造
業
、

電
気
機
械
器
具
、
情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業

③
自
動
車
小
売
業

(新
車

)

＜
神
奈
川
県
＞

④
自
動
車
（
新
車
）
小
売
業

⑤
電
線
・
ケ
ー
ブ
ル
製
造
業

⑥
自
動
車
・
同
附
属
品
製
造
業

⑦
電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
子
回
路
、
電
気
機
械

器
具
、
情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業

＜
京
都
府
＞

⑧
百
貨
店
、
総
合
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
、
ド
ラ
ッ

グ
ス
ト
ア

⑨
百
貨
店
、
総
合
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
、
ホ
ー
ム

セ
ン
タ
ー

＜
和
歌
山
県
＞

⑩
百
貨
店
、
総
合
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
、
食
料
品

ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト

＜
広
島
県
＞

⑪
各
種
商
品
、
各
種
食
料
品
小
売
業

新
設
申
出

1
1
件

(※
１

)
改
正
申
出

1
8

8
件

金
額
審
議

1
12
件

申
出
な
し

3
6
件

要
件
未
充
足

３
件

各
地
域
別
最
低
賃
金
を
上
回
る
特
定
最
低
賃
金

1
1

2
件

改
定
な
し
で
地
賃
超

０
件

各
地
域
別
最
低
賃
金
を
下
回
る
特
定
最
低
賃
金

1
1

1
件

（
※
２
）

＜
全
国
に
適
用
さ
れ
る
特
定
最
低
賃
金
１
件
を
含
む
＞

改
定
な
し
で

地
賃
下
回
る

＜
全
国
に
適
用
さ
れ
る
特
定
最
低
賃
金
１
件
を
含
む
＞

（
※
２
）
旧
産
業
別
最
低
賃
金
１
件
は
最
低
賃
金
法
第

1
7

条
に
基
づ
き
３
月

3
1
日
限
り
で
廃
止
さ
れ
て
い
る

最
低
賃
金
法
第

1
7
条
：
特
定
最
低
賃
金
が
著
し
く
不
適
当
と
な
っ
た
場
合
、
労
使
の
申
出
を
待
つ
こ
と
な
く
厚
生
労
働
大
臣
又
は
都
道
府
県
労
働
局
長
自
ら
が
職
権
で
廃
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
※
２
）

7



厚
生
労
働
大
臣
又
は
都
道
府
県
労
働
局
長
は
、
特
定
最
低
賃
金
の
決
定
等
（
決
定
、
改
正
又
は
廃
止
の
こ
と
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
関
す
る

申
出
を
受
け
た
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
当
該
決
定
等
の
必
要
性
の
有
無
に
つ
い
て
最
低
賃
金
審
議
会
に
意
見
を
求
め
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。

実
際
の
必
要
性
の
有
無
に
関
す
る
調
査
審
議
に
当
た
っ
て
は
、
以
下
を
参
考
に
、
関
係
労
使
（
当
該
産
業
を
含
め
た
関
係
労
使
）
が
参
加
す
る
こ

と
に
よ
り
、
よ
り
実
質
的
な
審
議
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

昭
和
6
1
年
３
月
3
1
日
付
け
基
発
第
1
8
8
号
「
今
後
の
産
業
別
最
低
賃
金
制
度
の
運
営
に
つ
い
て
」

２
申
出
に
係
る
新
産
業
別
最
低
賃
金
の
決
定
等
の
必
要
性
に
関
す
る
決
定

(1
)

新
産
業
別
最
低
賃
金
の
決
定
等
の
必
要
性
に
つ
い
て
の
諮
問
等

（
略
）

ロ
上
記
イ
に
よ
り
新
産
業
別
最
低
賃
金
の
決
定
等
の
必
要
性
の
有
無
に
つ
い
て
諮
問
を
行
っ
た
場
合
、
そ
の
後
の
審
議
会
の
運
営
に
当
た
っ

て
は
特
に
次
の
点
に
留
意
す
る
も
の
と
す
る
。

(イ
)

関
係
労
使
の
意
向
や
当
該
産
業
の
実
態
等
が
十
分
反
映
さ
れ
る
よ
う
関
係
労
使
の
意
見
を
必
ず
聴
取
す
る
こ
と
。

ま
た
、
必
要
に
応
じ
審
議
会
に
各
側
委
員
か
ら
構
成
さ
れ
る
小
委
員
会
等
を
設
け
る
な
ど
効
率
的
な
審
議
に
努
め
る
こ
と
。

（
ロ
）
及
び
（
ハ
）

（
略
）

２
運
用
面
の
改
善
に
つ
い
て
具
体
的
な
対
応

(２
) 
産
業
別
最
低
賃
金
の
審
議
手
続
上
の
取
扱
い
の
改
善

①
中
小
企
業
関
係
労
使
の
意
見
の
反
映

産
業
別
最
低
賃
金
の
設
定
に
よ
る
影
響
を
受
け
や
す
い
中
小
企
業
関
係
労
使
の
意
見
が
十
分
に
反
映
さ
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
審
議
会

委
員
の
選
任
や
参
考
人
の
意
見
聴
取
に
当
た
っ
て
、
中
小
企
業
関
係
労
使
か
ら
の
選
任
や
当
該
産
業
の
中
小
企
業
関
係
労
使
か
ら
の
意
見
聴

取
に
配
慮
す
る
こ
と
。

「
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
産
業
別
最
低
賃
金
に
関
す
る
全
員
協
議
会
報
告
」（

平
成
1
0
年
1
2
月
1
0
日
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
了
承
）

特
定
最
低
賃
金
の
決
定
、
改
正
又
は
廃
止
の
必
要
性
の
有
無
に
関
す
る
調
査
審
議
の
運
営
に
つ
い
て
①

8

新
産
業
別
最
低
賃
金
と
旧
産
業
別
最
低
賃
金

特
定
最
低
賃
金
は
、
昭
和

6
1
年

2
月

1
4
日
の
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
の
答
申
「
現
行
産
業
別
最
低
賃
金
の
廃
止
及
び
新
産
業
別
最
低
賃
金
等
の

転
換
等
に
つ
い
て
」
に
基
づ
き
、
特
定
の
産
業
の
関
係
労
使
が
労
働
条
件
の
向
上
又
は
事
業
の
公
正
競
争
の
確
保
の
観
点
か
ら
、
そ
の
産
業
の
基
幹

的
労
働
者
に
つ
い
て
地
域
別
最
低
賃
金
よ
り
金
額
水
準
よ
り
高
い
最
低
賃
金
を
必
要
と
認
め
た
場
合
に
、
そ
の
労
使
の
申
出
に
よ
り
設
定
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
「
新
産
業
別
最
低
賃
金
」
と
、
同
答
申
に
基
づ
き
平
成
元
年
以
降
改
正
を
行
わ
な
い
こ
と
と
さ
れ
た
「
旧
産
業
別
最
低
賃
金
」
が
あ
る
。

最
後
の
「
留
意
す
る
こ
と
」
は
、
事

務
方
か
ら
審
議
会
委
員
へ
の
説
明
資

料
と
し
て
は
少
し
変
な
の
で
削
除
し

て
い
ま
す
。

次
の
「
新
産
業
別
最
低
賃
金
と
旧
産

業
別
最
低
賃
金
」
の
項
目
は
、
他
と

性
質
が
違
い
、
こ
の
場
所
に
並
列
で

記
載
さ
れ
る
の
が
違
和
感
あ
る
（
記

載
す
る
な
ら
、
新
１
枚
目
と
し
て
特

定
最
低
賃
金
の
概
要
（
よ
く
使
っ
て

い
る
既
存
資
料
）
を
入
れ
て
、
そ
の

資
料
中
に
脚
注
と
し
て
記
載
す
る
よ

う
な
内
容
？
）
と
思
っ
た
の
と
、

次
ペ
ー
ジ
以
降
で
議
員
、
局
長
、
記

者
の
発
言
を
未
定
稿
抜
粋
と
し
て
そ

の
ま
ま
記
載
す
る
の
に
若
干
違
和
感

が
あ
り
ま
し
た
が
、
こ
の
資
料
を
用

意
さ
れ
た
元
々
の
経
緯
に
よ
る
と
思

い
ま
す
の
で
、
課
長
・
主
任
の
ご
判

断
に
従
い
ま
す
（
大
野
）
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「
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
産
業
別
最
低
賃
金
制
度
全
員
協
議
会
報
告
」（

平
成
1
4
年
1
2
月
６
日
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
了
承
）

２
関
係
労
使
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
一
層
の
発
揮
を
中
心
と
し
た
改
善

(1
) 
関
係
労
使
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
発
揮
に
よ
る
改
善

①
関
係
労
使
当
事
者
間
の
意
思
疎
通

産
業
別
最
低
賃
金
の
決
定
、
改
正
又
は
廃
止

(以
下
「
決
定
等
」
と
い
う
。

)に
関
す
る
申
出
に
つ
い
て
、
関
係
労
使
が
双
方
の
意

向
を
了
知
し
て
お
く
こ
と
は
、
そ
の
後
の
円
滑
な
審
議
に
と
っ
て
重
要
で
あ
る
た
め
、
当
該
申
出
の
意
向
表
明
後
速
や
か
に
、
関

係
労
使
当
事
者
間
の
意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
と
す
る
。

こ
の
場
合
の
意
思
疎
通
と
し
て
は
、
関
係
労
使
当
事
者
間
に
お
い
て
話
合
い
を
持
つ
こ
と
が
望
ま
し
い
。

な
お
、
関
係
労
使
当
事
者
と
は
、
主
と
し
て
、
労
働
協
約
締
結
当
事
者
の
使
用
者

(使
用
者
団
体
を
含
む
。

) 
又
は
労
働
組
合
、

都
道
府
県
内
に
お
け
る
当
該
産
業
の
関
係
労
使
団
体
な
ど
を
指
す
も
の
で
あ
る
。

②
関
係
労
使
の
参
加
に
よ
る
必
要
性
審
議

産
業
別
最
低
賃
金
の
決
定
等
の
必
要
性
の
有
無
に
関
す
る
調
査
審
議

(以
下
「
必
要
性
審
議
」
と
い
う
。

)に
つ
い
て
、
従
来
ど
お

り
の
方
法
で
行
う
か
、
当
該
産
業
の
労
使
が
入
っ
た
場
で
行
う
か
を
、
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
に
お
い
て
、
地
域
、
産
業
の
実
情

を
踏
ま
え
つ
つ
、
検
討
す
る
こ
と
と
す
る
。

な
お
、
必
要
性
審
議
に
お
い
て
、
当
該
産
業
別
最
低
賃
金
が
適
用
さ
れ
る
中
小
企
業
を
含
め
た
関
係
労
使
が
参
加
す
る
こ
と
に

よ
り
、
よ
り
実
質
的
な
審
議
が
行
わ
れ
る
こ
と
を
期
待
す
る
も
の
で
あ
る
。

③
金
額
審
議
に
お
け
る
全
会
一
致
の
議
決
に
向
け
た
努
力

関
係
労
使
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
発
揮
に
よ
り
設
定
さ
れ
る
と
い
う
産
業
別
最
低
賃
金
の
性
格
か
ら
、
産
業
別
最
低
賃
金
の
決
定

又
は
改
正
の
金
額
に
関
す
る
調
査
審
議
に
つ
い
て
は
、
全
会
一
致
の
議
決
に
至
る
よ
う
努
力
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

特
定
最
低
賃
金
の
決
定
、
改
正
又
は
廃
止
の
必
要
性
の
有
無
に
関
す
る
調
査
審
議
の
運
営
に
つ
い
て
②

9
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1
0

特
定
最
低
賃
金
の
審
議
に
お
け
る
労
使
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
促
進
に
向
け
た
参
考
事
例
に
つ
い
て

関
係
労
使
当
事
者
間
の
意
思
疎
通
を
図
る
た
め
に
、
審
議
前
の
勉
強

会
の
実
施
や
運
営
に
関
す
る
議
論
を
行
っ
て
い
る
事
例

○
労
働
者
側
委
員
は
、
産
業
の
魅
力
向
上
や
人
材
確
保
の
観
点
か
ら
「
改
正

の
必
要
性
あ
り
」
と
主
張
。
使
用
者
側
委
員
は
、
地
域
別
最
低
賃
金
が
過
去

最
高
の
上
昇
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
「
改
正
の
必
要
性
な
し
」
と
主
張
。

審
議
の
結
果
、
「
改
正
の
必
要
性
な
し
」
と
な
っ
た
も
の
の
、
審
議
の
場

に
お
い
て
、
公
益
委
員
か
ら
「
特
定
最
低
賃
金
が
労
使
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

に
よ
っ
て
決
定
等
す
る
」
と
い
う
制
度
趣
旨
を
改
め
て
説
明
し
た
上
で
、
労

働
者
側
委
員
・
使
用
者
側
委
員
に
対
し
、
根
拠
を
示
し
て
主
張
を
行
う
よ
う

働
き
か
け
を
行
っ
て
い
る
。

○
第
１
回
専
門
部
会
開
催
前
に
勉
強
会
を
実
施
し
、
特
定
最
低
賃
金
に
つ
い

  
 て

理
解
を
深
め
て
い
る
。
ま
た
、
運
営
委
員
会
に
お
い
て
、
特
定
最
低
賃
金

  
 の

運
営
の
在
り
方
に
関
す
る
議
論
を
行
っ
て
い
る
。

○
労
働
者
側
委
員
は
、
改
正
決
定
の
必
要
性
の
有
無
の
審
議
に
お
い
て
、
産

業
の
魅
力
向
上
や
人
材
確
保
の
観
点
か
ら
「
改
正
の
必
要
性
あ
り
」
と
主
張

し
た
が
、
使
用
者
側
委
員
は
厳
し
い
経
営
環
境
を
踏
ま
え
慎
重
姿
勢
を
示
し

て
い
た
た
め
、
小
委
員
会
を
設
置
し
、
当
該
産
業
の
労
使
を
参
考
人
と
し
て

招
致
し
、
率
直
な
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

○
小
委
員
会
で
の
意
見
交
換
の
結
果
、
当
該
産
業
は
県
内
の
主
要
産
業
で
あ

る
こ
と
、
人
口
流
出
へ
の
対
応
等
の
観
点
か
ら
特
定
最
低
賃
金
の
必
要
性
に

つ
い
て
認
識
が
共
有
さ
れ
、
使
用
者
側
も
現
実
的
な
金
額
設
定
を
前
提
に
改

正
を
容
認
す
る
な
ど
歩
み
寄
り
が
見
ら
れ
、
最
終
的
に
労
使
の
認
識
が
一
致

し
「
改
正
の
必
要
性
あ
り
」
と
し
て
全
会
一
致
と
な
っ
た
。

小
委
員
会
に
お
い
て
、
当
該
産
業
の
労
使
を
参
考
人
と
し
て
招
致
し
、

率
直
な
意
見
交
換
を
行
っ
た
結
果
、
使
用
者
側
委
員
が
意
向
を
変
更

し
「
改
正
の
必
要
性
あ
り
」
と
な
っ
た
事
例

○
改
正
決
定
の
必
要
性
の
有
無
の
審
議
に
お
い
て
、
複
数
の
業
種
に
つ
い
て
、

労
働
者
側
委
員
と
使
用
者
側
委
員
と
の
主
張
が
対
立
し
議
論
が
平
行
線
と
な

る
中
、
公
益
委
員
が
争
点
を
明
確
化
し
た
上
で
、
自
主
的
な
協
議
の
重
要
性

を
示
し
、
審
議
の
継
続
を
提
案
。
こ
れ
を
受
け
、
労
使
双
方
が
協
議
継
続
に

合
意
し
た
。

○
そ
の
後
、
労
働
者
側
委
員
と
使
用
者
側
委
員
で
協
議
を
重
ね
た
結
果
、
複

数
の
業
種
に
つ
い
て
順
次
結
審
に
至
る
と
と
も
に
、
残
る
業
種
に
つ
い
て
も

考
え
方
の
整
理
が
進
み
、
最
終
的
に
折
り
合
い
が
つ
き
「
必
要
性
あ
り
」
で

結
審
し
た
。

公
益
委
員
に
よ
る
争
点
の
明
確
化
と
働
き
か
け
に
よ
り
、
労
使
当
事

者
間
の
自
主
的
な
協
議
が
な
さ
れ
た
結
果
、
「
必
要
性
あ
り
」
へ
と

合
意
形
成
が
図
ら
れ
た
事
例

産
業
の
優
位
性
確
保
の
観
点
を
踏
ま
え
、
関
係
労
使
の
合
意
形
成
に

よ
り
「
改
正
の
必
要
性
あ
り
」
と
な
っ
た
事
例

○
当
該
産
業
に
お
け
る
賃
金
水
準
の
優
位
性
を
維
持
す
る
必
要
性
を
整

理
し
た
う
え
で
、
物
価
上
昇
率
、
春
季
労
使
交
渉
結
果
、
企
業
の
賃
金

支
払
能
力
か
ら
賃
金
引
上
げ
は
可
能
で
あ
り
、
人
材
確
保
の
観
点
を
踏
ま
え
、

「
改
正
の
必
要
性
あ
り
」
と
判
断
さ
れ
、
そ
の
後
の
金
額
審
議
で
は
、

産
業
の
実
情
に
基
づ
く
判
断
が
行
わ
れ
た
。

○
小
委
員
会
の
設
置
、
当
該
産
業
の
労
使
を
参
考
人
と
し
て
招
致
し
た
ほ
か
、

現
場
視
察
の
実
施
等
、
審
議
過
程
に
お
い
て
も
様
々
な
取
組
が
行
わ
れ
、
労

働
者
側
委
員
と
使
用
者
側
委
員
の
共
通
認
識
の
形
成
が
図
ら
れ
た
。

審
議
の
中
で
の
取
組

審
議
の
中
で
の
取
組

審
議
前
の
勉
強
会
等

審
議
の
中
で
の
取
組

（
注
）
参
考
事
例
は
、
令
和
６
年
度
・
７
年
度
の
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
の
審
議
等
の
実
態
を
も
と
に
労
働
基
準
局
賃
金
課
に
て
作
成
。
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1
1

特
定
最
低
賃
金
の
審
議
に
お
け
る
労
使
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
促
進
に
向
け
た
参
考
事
例
に
つ
い
て

労
働
者
側
委
員
が
、
使
用
者
側
の
意
見
を
踏
ま
え
た
審
議
を
行
う
旨

を
表
明
し
た
結
果
、
使
用
者
側
委
員
が
意
向
を
変
更
し
「
改
正
の
必

要
性
あ
り
」
と
な
っ
た
事
例

○
使
用
者
側
委
員
は
、
改
正
決
定
の
必
要
性
の
有
無
の
審
議
に
お
い
て
、
業

界
を
取
り
巻
く
環
境
の
厳
し
さ
を
理
由
に
当
初
「
必
要
性
な
し
」
と
主
張
。

使
用
者
側
参
考
人
の
意
見
陳
述
を
聴
い
た
労
働
者
側
委
員
か
ら
「
使
用
者

側
の
状
況
、
産
業
界
の
状
況
を
踏
ま
え
た
金
額
審
議
を
行
う
」
と
の
回
答
が

あ
っ
た
た
め
、
使
用
者
側
委
員
は
意
向
を
変
更
し
「
改
正
の
必
要
性
あ
り
」

と
し
た
。

○
次
年
度
の
審
議
運
営
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
た
結
果
、
審
議
日
数
を
十
分

確
保
す
る
と
と
も
に
、
産
業
界
の
意
見
が
反
映
さ
れ
る
よ
う
産
業
界
代
表
か

ら
の
意
見
提
出
に
加
え
、
意
見
聴
取
も
実
施
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

審
議
の
中
で
の
取
組

○
使
用
者
側
委
員
は
、
改
正
決
定
の
必
要
性
の
有
無
の
審
議
に
お
い
て
、

デ
ー
タ
に
基
づ
く
根
拠
（
厳
し
い
経
営
環
境
に
お
か
れ
る
中
小
企
業
の
負
担

感
や
、
地
域
別
最
低
賃
金
の
大
幅
な
上
昇
等
に
よ
っ
て
地
域
別
最
低
賃
金
に

対
す
る
該
当
産
業
の
賃
金
の
優
位
性
が
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
等
）
を
示
し
、

「
改
正
の
必
要
性
な
し
」
と
主
張
。

○
審
議
の
結
果
、
「
改
正
の
必
要
性
な
し
」
と
な
っ
た
も
の
の
、
労
働
者
側

委
員
の
提
案
を
踏
ま
え
、
次
年
度
に
お
け
る
改
正
の
必
要
性
審
議
に
向
け
て
、

該
当
産
業
の
労
使
が
新
た
に
参
加
す
る
方
向
で
調
整
を
行
っ
て
い
る
。

「
改
正
の
必
要
性
な
し
」
と
な
っ
た
が
、
次
年
度
の
審
議
に
向
け
て
、

該
当
産
業
の
関
係
労
使
が
参
加
し
た
審
議
の
調
整
を
す
る
こ
と
と

な
っ
た
事
例

審
議
終
了
後
に
次
年
度
に
向
け
た
調
整
を
実
施

労
使
双
方
の
主
張
の
歩
み
寄
り
や
次
年
度
に
つ
な
が
る
調
整
が
十
分

に
行
わ
れ
て
い
な
い
事
例

○
改
正
決
定
の
必
要
性
の
有
無
の
審
議
に
お
い
て
、
労
働
者
側
委
員
が
、
県

の
基
幹
産
業
で
あ
る
こ
と
、
産
業
の
魅
力
向
上
、
人
材
確
保
等
の
観
点
か
ら

「
必
要
性
あ
り
」
と
主
張
し
た
の
に
対
し
、
使
用
者
側
委
員
は
、
厳
し
い
経

営
環
境
や
地
域
別
最
低
賃
金
が
近
年
、
大
幅
に
引
き
上
げ
ら
れ
て
い
る
こ
と

を
理
由
に
「
改
正
の
必
要
性
な
し
」
と
主
張
。

○
い
か
な
る
状
況
で
あ
れ
ば
「
改
正
の
必
要
性
あ
り
」
と
な
り
得
る
の
か
と

い
っ
た
具
体
的
な
議
論
が
な
い
ま
ま
、
審
議
が
終
了
し
て
い
る
。

労
使
双
方
の
歩
み
寄
り
が
十
分
に
行
わ
れ
な
か
っ
た
例
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インターネットでの掲載 

統計課 令和 8 年 7 月 28 日 

 

令和 2 年(2020 年)基準  岐阜市消費者物価指数 

令和 8 年 6 月分 

概 況 

⚫ 総合指数は令和 2 年を 100 として 115.0 

  前月比は 0.2％の上昇  前年同月比は 2.5％の上昇 
 

⚫ 生鮮食品を除く総合指数は 114.5 

  前月比は 0.3％の上昇  前年同月比は 2.3％の上昇 

 

⚫ 生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は 113.8 

   前月比は 0.3％の上昇  前年同月比は 2.7％の上昇。 

図１ 消費者物価指数の推移 

 

表１ 総合指数、前月比及び前年同月比 

 

※  全国総合指数の前月比については、季節調整値としている。 

注）前月比及び前年同月比については、端数処理前の指数値を用いて計算しているため、公表された指数値を

用いて計算した値とは一致しない場合がある。 

100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
113
114
115
116

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

月

生鮮食品及びエネルギー

を除く総合指数

R5

R6

R7

R8

R2=100

100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
113
114
115
116

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

月

総合指数

R5

R6

R7

R8

R2=100

100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
113
114
115
116

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

月

生鮮食品を除く

総合指数

R5

R6

R7

R8

R2=100

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

指数 112.2 112.4 112.3 112.1 113.3 113.8 113.6 113.7 113.1 113.8 114.3 114.7 115.0
総合指数 前月比    (％) -0.1 0.2 -0.1 -0.1 1.0 0.4 -0.1 0.1 -0.5 0.6 0.4 0.4 0.2

前年同月比(％) 3.6 3.6 2.9 2.8 3.1 3.1 2.4 1.8 1.7 2.2 2.4 2.1 2.5
指数 111.9 112.2 111.9 111.6 112.9 113.3 113.0 112.8 112.4 113.3 113.8 114.2 114.5
前月比    (％) -0.1 0.2 -0.3 -0.2 1.2 0.4 -0.3 -0.1 -0.4 0.8 0.5 0.3 0.3
前年同月比(％) 3.7 3.7 2.9 2.9 3.4 3.3 2.7 2.2 1.9 2.4 2.3 1.9 2.3
指数 110.8 111.1 111.2 111.0 112.4 112.5 112.3 112.3 112.5 113.3 113.2 113.4 113.8
前月比    (％) 0.1 0.3 0.0 -0.2 1.3 0.1 -0.2 0.0 0.2 0.6 -0.1 0.2 0.3
前年同月比(％) 3.6 4.0 3.5 3.0 3.6 3.5 3.3 3.0 3.0 3.4 2.9 2.5 2.7
指数 111.7 111.9 112.1 112.0 112.8 113.2 113.0 112.9 112.2 112.7 113.0 113.5 113.6

総合指数
前月比(季節調
整値)(※)(％) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.4 0.4 -0.1 -0.2 0.2 0.4 0.1 0.4 0.3
前年同月比(％) 3.3 3.1 2.7 2.9 3.0 2.9 2.1 1.5 1.3 1.5 1.4 1.5 1.7

令和7年

全
国

生鮮食品を除く

総合指数

生鮮食品及びエ
ネルギーを除く

総合指数

岐
阜
市

令和8年
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求人・求職・求人倍率の状況

区分

（季節調整値）(人)前月比（％）（季節調整値）(人)前月比（％）（季節調整値） 前月比（P） （季節調整値） 前月比（P）

令和７年６月 41,026 28,586 1.44 2.58

８年５月 41,353 0.5 28,405 0.3 1.46 0.07 2.82 0.42

８年６月 41,768 1.0 28,534 0.5 1.46 0.00 2.53 △ 0.29

資料出所：岐阜労働局職業安定課

雇用失業情勢　　　　有効求人倍率の状況

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 新規求人倍率
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20
21
年
4月
1日

岐
阜
労
働
局

岐
阜
県
の
経
済
状
況
等
に
関
す
る
補
足
資
料
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１
岐
阜
市
消
費
者
物
価
指
数
の
推
移
（
対
前
年
同
月
比
）

3

〇
20
26
年
6月
の
消
費
者
物
価
指
数
の
「
総
合
」
は
＋
2.
5％
、
「
生
鮮
食
品
を
除
く
総
合
」
は
＋
2.
3％
、
「
生
鮮
食

品
及
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
除
く
総
合
」
は
＋
2.
7％
と
な
っ
て
い
る
（
い
ず
れ
も
対
前
年
同
月
比
）
。

出
所
：
「
岐
阜
市
消
費
者
物
価
指
数
」
（

20
26
年

6月
分
）
令
和
８
年
７
月

28
日
公
表

（
％
）

（
前
年
同
月
比
）

2.
5 

2.
3 

2.
7 

-2
.0

-1
.00.
0

1.
0

2.
0

3.
0

4.
0

5.
0

2021年7月

2021年9月

2021年11月

2022年1月

2022年3月

2022年5月

2022年7月

2022年9月

2022年11月

2023年1月

2023年3月

2023年5月

2023年7月

2023年9月

2023年11月

2024年1月

2024年3月

2024年5月

2024年7月

2024年9月

2024年11月

2025年1月

2025年3月

2025年5月

2025年7月

2025年9月

2025年11月

2026年１月

2026年３月

2026年５月

総
合

生
鮮
食
品
を
除
く
総
合
（
コ
ア

CP
I）

生
鮮
食
品
及
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
除
く
総
合

【
20

26
年
６
月
】
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２
消
費
者
物
価
地
域
差
指
数
（
東
海
）

4

〇
20
24
年
の
消
費
者
物
価
地
域
差
指
数
（
総
合
指
数
）
を
み
る
と
、
三
重
県
が
東
海
で
最
も
物
価
水
準
が
高
い
。

〇
岐
阜
県
は
全
国
44
位
。
費
目
別
で
は
、
交
通
・
通
信
（
全
国
8位
）
、
諸
雑
費
（
同
13
位
）
、
家
具
・
家
事

用
品
（
同
21
位
）
が
高
く
な
っ
て
い
る
。

〇
岐
阜
県
の
特
徴
と
し
て
、
住
居
（
全
国
47
位
）
に
係
る
物
価
の
低
さ
が
突
出
し
て
い
る
。

消
費
者
物
価
地
域
差
指
数
（
全
国
平
均
＝

10
0）

出
所
：
総
務
省
「
消
費
者
物
価
地
域
差
指
数
」
（

20
24
年
結
果
）
令
和
７
年
６
月

27
日
公
表

97
.1 

97
.7 

81
.3 

98
.6 

10
0.1

 
98

.8 
98

.3 
10

0.6
 

91
.2 

95
.9 

10
0.7

 

75
.0

80
.0

85
.0

90
.0

95
.0

10
0.0

10
5.0

総
合

食
料

住
居

光
熱
水
道

家
事
用
品

被
服

医
療

交
通
・
通
信

教
育

娯
楽

諸
雑
費

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

岐
阜
県
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３
岐
阜
県
景
気
動
向
指
数
（

CI
︓
コ
ン
ポ
ジ
ッ
ト
・
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
）

5
出
所
：
岐
阜
県
「
岐
阜
県
景
気
動
向
指
数
」

CI
先
行
指
数
：
景
気
の
動
き
に
対
し
、
先
行
し
て
動
く
指
標
。
景
気
の
先
行
き
に
対
す
る
予
測
を
行
う
と
き
に
参
照
さ
れ
る
。

CI
一
致
指
数
：
景
気
の
動
き
に
対
し
、
一
致
し
て
動
く
指
標
。
景
気
の
現
状
を
把
握
す
る
の
に
用
い
ら
れ
る
。

CI
遅
行
指
数
：
景
気
の
動
き
に
対
し
、
遅
行
し
て
動
く
指
標
。
景
気
の
転
換
点
を
確
認
す
る
も
の
と
し
て
利
用
さ
れ
る
。
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.0
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.0
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.0

80
.0

90
.0

10
0.

0

11
0.

0

12
0.

0

13
0.

0

14
0.

0

2001年4月

2002年4月

2003年4月

2004年4月

2005年4月

2006年4月

2007年4月

2008年4月

2009年4月

2010年4月

2011年4月

2012年4月

2013年4月

2014年4月

2015年4月

2016年4月

2017年4月

2018年4月

2019年4月

2020年4月

2021年4月

2022年4月

2023年4月

2024年4月

2025年4月

2026年4月

Ｃ
Ｉ
先
行

Ｃ
Ｉ
一
致

Ｃ
Ｉ
遅
行

（
20

20
年
＝

10
0）

い
ざ
な
み
景
気
（

20
02
年

2月
～

20
08
年

2月
）
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４
日
銀
短
観
に
よ
る
東
海
地
域
業
況
判
断

D
Iの
推
移

6
出
所
：
日
本
銀
行
「
全
国
企
業
短
期
経
済
観
測
調
査
（
東
海
地
域
業
況
判
断

DI
）
」
（

20
26
年

7月
9日
掲
載
）

〇
日
銀
短
観
に
よ
る
東
海
地
域
の
業
況
判
断
DI
の
推
移
を
み
る
と
、
20
20
年
代
前
半
に
大
き
く
低
下
し
た
が
、
そ
の

後
は
改
善
傾
向
で
推
移
し
、
直
近
は
お
お
む
ね
横
ば
い
で
あ
る
。

（
％
ポ
イ
ン
ト
：
「
良
い
」
－
「
悪
い
」
）

-6
0

-5
0

-4
0

-3
0

-2
0

-1
00102030

2016年3月
6月
9月

12月
2017年3月

6月
9月

12月
2018年3月

6月
9月

12月
2019年3月

6月
9月

12月
2020年3月

6月
9月

12月
2021年3月

6月
9月

12月
2022年3月

6月
9月

12月
2023年3月

6月
9月

12月
2024年3月

6月
9月

12月
2025年3月

6月
9月

12月
2026年3月

6月
9月(予)

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

先
行
き
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５
法
人
企
業
景
気
予
測
調
査
（
企
業
の
景
況
判
断
︓
岐
阜
県
内
分
）

7

出
所
：
財
務
省
東
海
財
務
局
岐
阜
財
務
事
務
所
「
法
人
企
業
景
気
予
測
調
査
」
（

20
26
年

6月
11
日
公
表
）

（
「
上
昇
」
ー
「
下
降
」
回
答
企
業
数
構
成
比
：
％
ポ
イ
ン
ト
）

-5
.7 1.4

 

5.7
 

-1
5.0

-1
0.0-5
.00.05.010
.0

1-3月

4-6月

7-9月

10-12月

1-3月

4-6月

7-9月

10-12月

1-3月

4-6月

7-9月

10-12月

1-3月

4-6月
20

23
20

23
20

23
20

23
20

24
20

24
20

24
20

24
20

25
20

25
20

25
20

25
20

26
20

26

全
規
模
・
全
産
業

当
期

翌
期

翌
々
期

（
％
）

-1
2.3

 

0.0
 

6.2
 

-3
0.0

-2
5.0

-2
0.0

-1
5.0

-1
0.0-5
.00.05.010
.0

1-3月

4-6月

7-9月

10-12月

1-3月

4-6月

7-9月

10-12月

1-3月

4-6月

7-9月

10-12月

1-3月

4-6月

20
23

20
23

20
23

20
23

20
24

20
24

20
24

20
24

20
25

20
25

20
25

20
25

20
26

20
26

中
小
企
業
・
全
産
業

当
期

翌
期

翌
々
期

（
％
）

【
現
状
】

・
全
産
業
で
は
5.
7％
ポ
イ
ン
ト
の
「
下
降
」
超
と
な
っ
て
い
る
。

・
中
小
企
業
で
は
「
下
降
」
超
と
な
っ
て
い
る
。

【
見
通
し
】

・
令
和
８
年
７
－
９
月
期
は
、
全
産
業
で
は
「
上
昇
」
超
に
転
じ
る
見
通
し
と
な
っ
て
い
る
。
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６
春
闘
賃
上
げ
率
と
所
定
内
給
与
の
対
前
年
増
加
率

8

〇
連
合
岐
阜
に
よ
れ
ば
、
20
26
年
春
闘
の
第
1回
回
答
集
計
（
3月
25
日
）
で
、
定
昇
相
当
込
み
の
賃
上
げ

は
、
賃
上
げ
額
18
,8
67
円
（
昨
年
度
日
1,
15
6円
増
）
、
賃
上
げ
率
6.
34
％
。

最
終
の
第
６
回
回
答
集
計
結
果
（
７
月
３
日
）
の
賃
上
げ
額
・
賃
上
げ
率
は
、
16
,0
10
円
・
5.
00
%
昨
年
同
時
期

比
1,
15
6
円
増
・
0.
10
ポ
イ
ン
ト
増
）
と
な
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
30
0
人
未
満
の
中
小
組
合
に
お
い
て
は
14
,2
16

円
・
4.
98
％
（
同
1,
09
6円
増
・
0.
07
ポ
イ
ン
ト
増
）
で
あ
っ
た
。

〇
20
25
年
平
均
で
は
、
常
用
労
働
者
の
所
定
内
給
与
の
増
加
率
（
+0
.7
％
）
は
物
価
（
コ
ア
CP
I）
の
上
昇
率

（
+3
.4
％
）
を
下
回
っ
た
。

出
所
：
連
合
岐
阜
「
春
季
生
活
闘
争
最
終
回
答
集
計
結
果
」

令
和
８
年
７
月
３
日
公
表
「
第
６
回
（
最
終
）
回
答
集
計
結
果
」

厚
生
労
働
省
「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
」
（
岐
阜
県
、
年
平
均
）

5人
以
上
規
模
・
常
用
労
働
者
、
岐
阜
県
統
計
課
「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
（
年
平
均
）
」

「
岐
阜
市
消
費
者
物
価
指
数
」
（
岐
阜
市
、
年
平
均
、

20
20
年
基
準
）

（
％
）

1.
75

 
2.

02
 

3.
45

 

4.
87

 
4.

90
 

5.
00

 

-2
.2

4.
4

0.
1

2.
6

0.
7

-0
.1

2.
27

2.
9

2.
7

3.
4

-3
.0

-2
.0

-1
.00.
0

1.
0

2.
0

3.
0

4.
0

5.
0

6.
0

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

連
合
岐
阜

所
定
内
給
与
（
常
用
労
働
者
）

コ
ア

CP
I

コ
ア
Ｃ
Ｐ
Ｉ
：
総
合
指
数
か
ら
生
鮮
食
品
を
除
い
た
指
数
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７
所
定
内
給
与
（
東
海
）

9

26
1,

22
5

27
6,

00
2

25
9,

09
6

24
9,

26
6

24
8,

94
6

26
9,

22
9

25
1,

07
5

23
5,

53
0

18
00

00

20
00

00

22
00

00

24
00

00

26
00

00

28
00

00

30
00

00

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

岐
阜
県

20
00
年

20
10
年

20
15
年

20
20
年

20
21
年

20
22
年

20
23
年

20
24
年

20
25
年

出
所
：
厚
生
労
働
省
「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
」
（
地
方
調
査

令
和
７
年
平
均
）
５
人
以
上
規
模

常
用
労
働
者
（
一
般
労
働
者
と
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
）
令
和
８
年
６
月
２
６
日
公
表

（
円
）

〇
年
齢
構
成
や
勤
続
年
数
の
違
い
な
ど
に
よ
り
単
純
な
比
較
は
困
難
で
あ
る
が
、
常
用
労
働
者
の
所
定
内
給
与
は

20
00
年
（
平
均
）
と
20
25
年
（
平
均
）
を
比
較
す
る
と
、
東
海
地
方
す
べ
て
の
県
で
減
少
し
て
い
る
。
な
お
、
岐
阜

県
は
、
13
,7
36
円
（
5.
5％
）
の
減
少
。
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８
県
内
総
生
産
額
と
一
人
当
た
り
の
県
民
所
得
（
東
海
）

10

36
,95

5,7
93

7,5
07

,55
6

7,1
00

,81
7

46
,09

1,0
73

8,9
95

,50
4

8,3
86

,24
3

24
.7 

19
.8 

18
.1 

0.05.010
.0

15
.0

20
.0

25
.0

30
.0

 0
 5,

00
0,0

00
 10

,00
0,0

00
 15

,00
0,0

00
 20

,00
0,0

00
 25

,00
0,0

00
 30

,00
0,0

00
 35

,00
0,0

00
 40

,00
0,0

00
 45

,00
0,0

00
 50

,00
0,0

00

愛
知
県

三
重
県

岐
阜
県

20
11
年
度

20
15
年
度

20
21
年
度

20
22
年
度

20
23
年
度

20
11

-2
02

3増
加
率

4,1
50

3,4
44

3,2
64

 2,
40

0

 2,
60

0

 2,
80

0

 3,
00

0

 3,
20

0

 3,
40

0

 3,
60

0

 3,
80

0

 4,
00

0

 4,
20

0

 4,
40

0

愛
知
県

三
重
県

岐
阜
県

県
内
総
生
産
額

一
人
当
た
り
県
民
所
得

〇
東
海
の
各
県
（
静
岡
県
除
く
）
に
お
い
て
、
県
内
総
生
産
額
（
名
目
）
の
伸
び
率
が
最
も
大
き
い
の
は
愛
知
県

（
20
11
年
度
か
ら
20
23
年
度
ま
で
の
増
加
率
が
24
.7
％
）
、
岐
阜
県
は
（
同
18
.1
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

〇
岐
阜
県
の
20
23
年
度
の
一
人
当
た
り
県
民
所
得
は
、
32
6.
4万
円
。

出
所
：
内
閣
府
「
県
民
経
済
計
算
」
（
平
成
23
年
度
-令
和
５
年
度
）
（
20
08
SN
A、
平
成
27
年
基
準
）
令
和
８
年
６
月
２
日
公
表

（
百
万
円
）

（
％
）

（
千
円
）
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岐
阜
県

生
活
関
連
物
資
価
格
動
向
調
査
　
　
５
月
調
査
結
果
か
ら

ガ
ソ
リ
ン

軽
油

灯
油

灯
油

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月
１
０
月
１
１
月
１
２
月
１
月

２
月

３
月

８
年
度

1
7
0

７
年
度

1
8
1

1
7
5

1
7
1

1
7
7

６
年
度

1
7
6

1
7
4

1
7
7

1
8
5

５
年
度

1
6
8

1
8
4

1
7
4

1
7
7

４
年
度

1
7
1

1
7
0

1
6
8

３
年
度

1
5
3

1
6
9

1
7
7

２
年
度

1
3
0

1
3
7

1
3
4

1
4
8

１
年
度

1
5
0

1
4
4

1
4
8

1
4
1

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月
１
０
月
１
１
月
１
２
月
１
月

２
月

３
月

８
年
度

1
5
8

７
年
度

1
6
0

1
5
5

1
5
1

1
6
4

６
年
度

1
5
5

1
5
3

1
5
6

1
6
5

５
年
度

1
4
8

1
6
4

1
5
2

1
5
6

４
年
度

1
5
0

1
4
8

1
4
8

３
年
度

1
3
3

1
4
8

1
5
7

２
年
度

1
0
9

1
1
7

1
1
3

1
3
0

１
年
度

1
3
0

1
2
3

1
2
8

1
2
1

地
域
別
平
均
価
格

ガ
ソ
リ
ン

軽
油

灯
油

灯
油

石
油
製
品

令
和
８
年
５
月

県
内
平
均

前
回
比

前
年
比

1
8
1

前
年
同
月
価
格

品
目

（
円
）

（
％
）

（
％
）

（
円
）

（
円
）

前
回
価
格

レ
ギ
ュ
ラ
ー
　
１
㍑

1
7
0

9
6
.
0

9
3
.
9

1
7
7

2
,
3
9
3

１
㍑

1
5
8

9
6
.
3

9
8
.
8

1
6
4

1
6
0

配
達
価
格
1
8
㍑

2
,
6
6
1

1
0
0
.
1

1
1
1
.
2

2
,
6
5
9

店
頭
価
格
1
8
㍑

2
,
4
6
2

9
8
.
4

1
1
1
.
1

2
,
5
0
2

2
,
2
1
6

レ
ギ
ュ
ラ
ー
ガ
ソ
リ
ン
（
１
リ
ッ
ト
ル
現
金
売
り
消
費
税
込
み
）

1
6
9

1
5
8

軽
油
（
１
リ
ッ
ト
ル
現
金
売
り
消
費
税
込
み
）

1
4
8

1
3
8

令
和
８
年
５
月

県
下
全
域

岐
阜

中
濃

東
濃

飛
騨

レ
ギ
ュ
ラ
ー
　
１
㍑

1
7
0

1
6
4

1
6
8

1
6
8

1
7
4

1
7
8

西
濃

1
6
4

配
達
価
格
1
8
㍑

2
,
6
6
1

-
2
,
6
1
6

2
,
7
0
5

2
,
7
2
7

2
,
5
7
4

１
㍑

1
5
8

1
5
1

1
5
4

1
5
8

1
6
4

2
,
3
9
4

店
頭
価
格
1
8
㍑

2
,
4
6
2

2
,
5
5
6

2
,
4
3
9

2
,
3
7
2

2
,
5
6
1

調
査
の
方
法

県
事
務
所
職
員
が
県
下
市
町
村
の
小
売
店
（
非
定
点
）
で
価
格
を
調
査
し
て
い
ま
す
。

注
意
事
項

平
均
価
格
と
し
て
算
出
し
て
い
ま
す
が
、
調
査
店
舗
は
固
定
し
て
い
ま
せ
ん
の
で
、
数
値
は
、
一
応
の
目
安
と
し
て
く
だ
さ
い
。
価
格
は
消
費
税
を
含
ん
で
い
ま
す
。
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